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１ はじめに 

(1) 東日本大震災以降のエネルギー問題について 

2011年３月11日に発生した東日本大震災及び当該地震に伴って発生した福島第

一原子力発電所の事故により、これまでわが国が推進してきた、原子力発電をベ

ースとして地球温暖化の防止とエネルギーの安定的な供給を両立・維持するという

エネルギー戦略の見直しが不可欠となった。2012年９月に国のエネルギー環境会議が

まとめた「革新的エネルギー・環境戦略」では、原子力発電所の「40年運転制限制の

厳格な適用」が位置づけられている。 

今後各地域においては、国のエネルギー政策の方向性を踏まえつつも、これまで推

進してきた低炭素社会への移行を後退させることなく、地域特性を活かしたエネルギ

ーの安定供給態勢を確立することが望まれている。 

(2) 京都エコ・エネルギー戦略について 

    前述した東日本大震災後のエネルギーを巡る諸情勢を踏まえ、府民生活や産業活

動を守り、発展させるため、エネルギーの安全・安定的な確保に関して、地球温暖

化対策など環境（エコ）と経済活動の視点を連携させた、京都府におけるエネルギ

ー政策の方向性と施策のあり方についての戦略を策定するものである。 

    なお、戦略の策定にあたっては、国の「革新的エネルギー・環境戦略」を受けて、

2030 年を見据えて策定することとした。 
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２ 現状と課題 

(1)京都府内のエネルギー需給構造 

ア エネルギー消費の現況 

    京都府におけるエネルギー消費量（2009 年度）は、147,713ＴＪとなっており、経

年推移を見ると、90 年代半ばまでは増加が見られたが、その後は減尐、増加を繰り

返しており、2007 年度の 156,371ＴＪ（1990 年度の 1.2 倍）をピークに、2008 年以

降は概ね横ばいで推移している。 

エネルギーの利用形態別に見ると、電力消費量はオール電化の普及等により、1990

年度の 55,092ＴＪから 2009 年度には 67,907ＴＪ（90 年度比 23.3％増）と増加傾向

である。一方、熱消費量は 1990 年代前半までは増加傾向で推移し、その後は減尐傾

向で推移している。毎年、熱消費量が電力消費量を上回っているものの、近年では

その差が縮まっている。 

2009 年度のエネルギー消費量の内訳を見ると、電力消費量は 67,907ＴＪで消費量

全体の 46.0％、熱消費量は 79,806ＴＪで同 54.0％となっている。 

近隣の都道府県と比較すると、電力消費量及び熱消費量の中で最も多い石油製品

の消費量ともに、近畿地方（※）の中では、大阪府、兵庫県に次いで、３番目に多

くなっている。 

         ※地方経済産業局管轄区域に従う地域分類に基づく、近畿地方は福井、滋賀、京都、大阪、

奈良、兵庫、和歌山の７府県。 

 

 

図 京都府におけるエネルギー消費量の推移 

注１）電力は、1kWh=3.6MJ の消費側で換算したエネルギー量であり、供給側の発電損失分を配分した帰属

エネルギー量ではない。 

２）熱消費量とは、石炭、石炭製品、原油、石油製品、天然ガス、都市ガス、熱（人為的に温度調整さ

れた蒸気・水・空気などの熱媒体により供給されるエネルギーの需給）の合計。 

３）2010 年度は推計値。 

４）図中の数値は、調査期間の開始年・最終年、2010 年推計値、期間中最大値を示した年における値。 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 
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表 京都府におけるエネルギー消費量の内訳（2009 年度実績） 

 
出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

 

 

（参考）都道府県別電力消費量（2009 年度実績） 

 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

 

 

実績値（TJ）
総量に占める

割合（％）

147,713 100.0

67,907 46.0

67,907 46.0

79,806 54.0

4,089 2.8

36 0.0

0 0.0

44,128 29.9

軽質油製品 26,312 17.8

重質油製品 15,107 10.2
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（参考）都道府県別石油製品消費量（2009 年度実績） 

 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

 

東日本大震災以降は、節電意識が広まったことから、関西電力の京都府における

夏の販売電力量を見ると、2010 年度以降、減尐傾向で推移しており、特に、2012

年夏の節電要請（2012 年７月２日～９月７日）を受けて、2012 年夏の販売電力量は、

2010 年度比で約１割減尐している。 

 

 

 

出典：関西電力株式会社 

図 京都府における７・８月の販売電力量 
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イ 電力エネルギー消費の現況 

    電力エネルギーの消費量を部門別に見ると、2009 年度は産業部門が 22,201ＴＪで

全体の 32.7％、民生部門が 45,706ＴＪで全体の 67.3％となっている。 

1990 年度と比較すると、産業部門では省エネ努力や景気低迷などにより 5.7％減

尐しているものの、全国の減尐幅（▲14.4％）より小さい。一方、民生部門では、

業務分野における店舗・オフィス面積の増加、家庭分野における世帯数や所有家電

の増加などにより 44.9％増加しているものの、全国の増加幅（58.5％）よりは小さ

くなっている。 

独立行政法人経済産業研究所の推計によると、府内の電力消費量（ｋWhベース）

は、概ね 180～190 億ｋWhで横ばいとなっている。このうち、関西電力による供給量

は概ね 160～170 億ｋWh程度となっている。 

なお、関西電力管内では、東日本大震災後の電力需給対策のため、これまで   

2011 年夏、冬と 2012 年夏において、官民協力しての大規模な節電キャンペーンが実

施された。特に 2012 年夏における関西電力の販売電力については、計画停電回避の

ため実行可能な節電対策を総動員したこともあり、2010 年と比較して最大電力需要

（ｋWベース）で約 11％（関西電力管内全体）、販売電力量（ｋWhベース）で約 10％

（７，８月の京都支店管内）の減尐が見られた。しかし、万一の備えとはいえ、計

画停電のおそれがあると周知されたことを考慮すると、家庭や事業者において無理

をして節電に取り組んだ結果分も含まれていると考えられる。今後は持続可能な無

理のない節電対策が拡大・定着することが肝要である。 
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表 京都府における部門別電力消費量の推移（TJ） 

 

注）かっこ内の数値は、各年度の電力消費量計に占める部門別消費量の割合。 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

  

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

55,092 67,907 23.3

(100.0%) (100.0%)

23,548 22,201 ▲ 5.7

(42.7%) (32.7%)

1,279 813 ▲ 36.5

(2.3%) (1.2%)

農林水産業 49 199 303.8

(0.1%) (0.3%)

建設業･鉱業 1,230 614 ▲ 50.1

(2.2%) (0.9%)

22,269 21,388 ▲ 4.0

(40.4%) (31.5%)

化学･化繊･紙パ 1,544 611 ▲ 60.4

(2.8%) (0.9%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 1,405 557 ▲ 60.4

(2.5%) (0.8%)

機 械 3,517 2,092 ▲ 40.5

(6.4%) (3.1%)

重複補正 138 0 ▲ 100.0

(0.3%) (0.0%)

他業種･中小製造業 15,666 18,128 15.7

(28.4%) (26.7%)

31,543 45,706 44.9

(57.3%) (67.3%)

15,992 22,746 42.2

(29.0%) (33.5%)

15,551 22,961 47.6

(28.2%) (33.8%)

水道廃棄物 1,611 1,722 6.9

(2.9%) (2.5%)

商業･金融･不動産 4,455 7,535 69.1

(8.1%) (11.1%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 4,628 7,401 59.9

(8.4%) (10.9%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 1,133 1,355 19.6

(2.1%) (2.0%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 2,820 3,285 16.5

(5.1%) (4.8%)

他業務･誤差 903 1,662 84.1

(1.6%) (2.4%)

0 0 -

(0.0%) (0.0%)

0 0 -

(0.0%) (0.0%)

家  庭

業務他

運　輸

乗用車

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計

民　生
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（参考）全国における部門別電力消費量の推移（TJ） 

 
注）かっこ内の数値は、各年度の電力消費量計に占める部門別消費量の割合。 

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

2,698,534 3,359,582 24.5
(100.0%) (100.0%)

1,220,265 1,044,875 ▲ 14.4
(45.2%) (31.1%)
21,251 8,990 ▲ 57.7

(0.8%) (0.3%)
1,199,013 1,035,885 ▲ 13.6

(44.4%) (30.8%)
化学･化繊･紙パ 307,410 265,440 ▲ 13.7

(11.4%) (7.9%)
鉄鋼･非鉄･窯業土石 345,194 292,239 ▲ 15.3

(12.8%) (8.7%)
機 械 212,915 264,512 24.2

(7.9%) (7.9%)
重複補正 ▲ 49,573 ▲ 34,062 ▲ 31.3

(▲1.8%) (▲1.0%)
他業種･中小製造業 235,503 90,129 ▲ 61.7

(8.7%) (2.7%)
1,417,755 2,246,971 58.5

(52.5%) (66.9%)
662,933 1,029,656 55.3

(24.6%) (30.6%)
754,822 1,217,315 61.3

(28.0%) (36.2%)
水道廃棄物 67,696 80,140 18.4

(2.5%) (2.4%)
商業･金融･不動産 188,251 417,722 121.9

(7.0%) (12.4%)
公共ｻｰﾋﾞｽ 214,702 321,493 49.7

(8.0%) (9.6%)
対事業所ｻｰﾋﾞｽ 55,712 83,785 50.4

(2.1%) (2.5%)
対個人ｻｰﾋﾞｽ 135,481 185,401 36.8

(5.0%) (5.5%)
60,514 67,736 11.9

(2.2%) (2.0%)
56,610 64,458 13.9

(2.1%) (1.9%)
3,905 3,278 ▲ 16.0
(0.1%) (0.1%)

旅　客

製造業計

民　生

家  庭

業務他

運　輸

内　訳

合　計

産　業

非製造業

貨　物
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ウ 熱エネルギー消費の現況 

    熱エネルギーの消費量を部門別に見ると、2009 年度は産業部門が 19.8％、民生部

門が 65.8％となっている。1990 年度と比較すると、産業部門は 36.5％減尐し、全国

の減尐幅（▲11.5％）と比べても大きく減尐していることから、産業界では、電力

より熱エネルギーの消費量抑制が進んだことがうかがえる。 

民生部門は 22.2％増加しており、全国の増加幅（16.4％）と比べて、大きくなっ

ている。内訳を見ると、「家庭」の増加幅は 0.8％でほぼ横ばいである一方、「業務他」

が 37.3％増加している。  
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表 京都府における部門別熱消費量の推移（TJ） 

 

注）かっこ内の数値は、各年度の熱消費量計に占める部門別消費量の割合。 

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

77,847 79,806 2.5

(100.0%) (100.0%)

24,919 15,835 ▲ 36.5

(32.0%) (19.8%)

4,257 4,009 ▲ 5.8

(5.5%) (5.0%)

農林水産業 1,050 1,075 2.5

(1.3%) (1.3%)

建設業･鉱業 3,208 2,934 ▲ 8.5

(4.1%) (3.7%)

20,662 11,826 ▲ 42.8

(26.5%) (14.8%)

化学･化繊･紙パ 3,014 1,125 ▲ 62.7

(3.9%) (1.4%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 7,406 6,628 ▲ 10.5

(9.5%) (8.3%)

機 械 2,196 795 ▲ 63.8

(2.8%) (1.0%)

重複補正 ▲ 991 ▲ 443 ▲ 55.3

(▲1.3%) (▲0.6%)

他業種･中小製造業 9,037 3,721 ▲ 58.8

(11.6%) (4.7%)

42,463 51,883 22.2

(54.5%) (65.0%)

17,589 17,726 0.8

(22.6%) (22.2%)

24,874 34,157 37.3

(32.0%) (42.8%)

水道廃棄物 1,848 2,410 30.4

(2.4%) (3.0%)

商業･金融･不動産 6,804 8,050 18.3

(8.7%) (10.1%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 7,194 12,906 79.4

(9.2%) (16.2%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 2,080 1,145 ▲ 44.9

(2.7%) (1.4%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 6,062 8,856 46.1

(7.8%) (11.1%)

他業務･誤差 887 789 ▲ 11.0

(1.1%) (1.0%)

10,466 12,087 15.5

(13.4%) (15.1%)

10,466 12,087 15.5

(13.4%) (15.1%)

内　訳

合　計

産　業

非製造業

乗用車

製造業計

民　生

家  庭

業務他

運　輸
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（参考）全国における部門別熱消費量の推移（TJ） 

 
注）かっこ内の数値は、各年度の熱消費量計に占める部門別消費量の割合。 

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」 

  

1990年度 2009年度
1990→2009
増減率（％）

11,137,062 11,010,928 ▲ 1.1
(100.0%) (100.0%)

5,772,611 5,109,022 ▲ 11.5
(51.8%) (46.4%)

785,078 426,061 ▲ 45.7
(7.0%) (3.9%)

4,987,533 4,682,961 ▲ 6.1
(44.8%) (42.5%)

化学･化繊･紙パ 1,900,353 2,326,863 22.4
(17.1%) (21.1%)

鉄鋼･非鉄･窯業土石 1,880,985 1,524,007 ▲ 19.0
(16.9%) (13.8%)

機 械 126,860 61,467 ▲ 51.5
(1.1%) (0.6%)

重複補正 ▲ 129,169 ▲ 101,018 ▲ 21.8
(▲1.2%) (▲0.9%)

他業種･中小製造業 831,681 638,509 ▲ 23.2
(7.5%) (5.8%)

2,207,590 2,570,579 16.4
(19.8%) (23.3%)

940,653 988,874 5.1
(8.4%) (9.0%)

1,266,937 1,581,704 24.8
(11.4%) (14.4%)

水道廃棄物 77,176 84,761 9.8
(0.7%) (0.8%)

商業･金融･不動産 287,892 395,054 37.2
(2.6%) (3.6%)

公共ｻｰﾋﾞｽ 336,806 504,526 49.8
(3.0%) (4.6%)

対事業所ｻｰﾋﾞｽ 102,553 61,352 ▲ 40.2
(0.9%) (0.6%)

対個人ｻｰﾋﾞｽ 293,066 453,688 54.8
(2.6%) (4.1%)

3,156,861 3,331,328 5.5
(28.3%) (30.3%)

1,614,051 2,056,151 27.4
(14.5%) (18.7%)

1,542,810 1,275,176 ▲ 17.3
(13.9%) (11.6%)

民　生

家  庭

業務他

運　輸

旅　客

貨　物

内　訳

合　計

産　業

非製造業

製造業計
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 (2)京都府のエネルギー施策の現況 

ア 再生可能エネルギーの導入状況及び導入可能量 

    京都府が 2011 年度に実施した「京都府再生可能エネルギー導入可能性調査」によ

ると、府内の再生可能エネルギー導入状況は以下の通りであり、住宅における太陽

エネルギーの利用が進むとともに、関西電力や京都府等が運用している小水力発電

施設で約 52,000ｋWが導入されている。 

 

表 京都府における再生可能エネルギー導入状況 

 

注１）近畿経済産業局データ（～H22.12）と一般社団法人太陽光発電協会データ（H22.4～H23.12）を用

いて京都府が試算 

２）関西電力舞鶴火力発電所では、年間約６万トンの木質ペレット（輸入）を石炭と混焼して発電に利

用 

３）「平成 20 年度中小水力開発促進指導事業基礎調査（未利用落差発電包蔵水力調査）」 

（2009 年 3 月,財団法人新エネルギー財団） 

出典：「京都府再生可能エネルギー導入可能性調査報告書」（2012 年７月；京都府文化環境部） 

 

  



13 

 

 

図 京都府の家庭における太陽光パネル導入状況 

出典：一般社団法人太陽光発電協会調べ 

 

同調査において、再生可能エネルギーの導入可能量（※）を種別ごとに算定した

結果、府域で最も導入可能量の大きい再生可能エネルギーは太陽光発電であり、次

いで風力発電であることが示された。導入可能量を発電電力量で見ると、約 30億ｋ

Wh（既開発量を含む）であり、このうち太陽光発電が 19 億ｋWh（うち住宅が 13 億

ｋWh）と６割を超える結果であった。 
         ※エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因による設置可否を考慮したエネルギー資

源量であり、種々の制約要因に関する仮定条件を設定した上で推計されるものとした。よ

って、経済的に見合わないものも含まれている。 

 

表 再生可能エネルギー導入可能性調査の結果（総括表） 

エネルギーの種類 導入可能規模（kW） 導入可能量（kWh） (参考)既導入規模（kW） 

太陽光 1,800,000 
1,900,000,000  

(うち住宅 1,300,000,000) 

住宅:約 48,300 

公共:約  3,300 

風力（陸上） 450,000 790,000,000     4,500 

バイオマス － 1,300ＴJ 発電利用:2,200 

小水力(3万kW未満) 56,000 290,000,000 約 52,000 

地熱 僅尐 僅尐        0 

温度差熱利用 
(下水処理水)  

－ 
 

9,600ＴJ （一部施設で熱利用） 

出典：「京都府再生可能エネルギー導入可能性調査報告書」（２０１２年７月；京都府文化環境部） 
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    なお、既存調査（※）によると、京都府内における再生可能エネルギーの導入可

能量は、太陽光発電で全国の２％程度、陸上風力発電で１％程度、小水力発電につ

いてはほぼ０％との結果であり、特異的に有利な再生可能エネルギー資源は存在し

ないことが示されている。 

         ※「再生可能エネルギー資源等の賦存量等の調査についての統一的なガイドライン」   

（2011 年３月；緑の分権改革推進会議 第四分科会）及び「平成２２年度再生可能エネル

ギー導入ポテンシャル調査報告書」（2011 年４月；環境省） 

 

イ 火力発電所の立地状況 

関西電力の販売電力量の推移を見ると、原子力発電所の稼働停止の影響で、2005

年から 2010 年にかけて 70 億ｋWh 前後で推移していた原子力発電の割合が大きく減

尐し、化石燃料を用いた発電割合が大きく増加している。このため以下では、原子

力に依存しない供給体制を想定した、京都府における既存エネルギーの現況につい

て整理する。 

現在、京都府内には、関西電力の舞鶴発電所及び宮津エネルギー研究所が立地し

ている。舞鶴発電所は石炭を燃料とする火力発電所（総出力 180 万ｋW）であり、宮

津エネルギー研究所は重油・原油を燃料とする火力発電所（総出力 75 万ｋW）であ

るが、宮津エネルギー研究所は計画停止中（稼働率０％）である。 

なお、環境面や発電効率の面での優位性から、火力発電における現時点の主要燃

料である LNG に着目すると、LNG の供給地及び移送するためのパイプラインは太平洋

側に集中し、日本海側は空白の状態となっている。 

 

一般水力 一般水力 一般水力 一般水力 一般水力 一般水力 一般水力

石油 石油 石油 石油 石油 石油
石油

ＬＮＧ ＬＮＧ
ＬＮＧ ＬＮＧ

ＬＮＧ ＬＮＧ

ＬＮＧ
石炭 石炭

石炭 石炭
石炭 石炭

石炭

原子力 原子力
原子力 原子力

原子力
原子力

原子力

億kwh

20億kwh

40億kwh

60億kwh

80億kwh

100億kwh

120億kwh

140億kwh

160億kwh

180億kwh

200億kwh

220億kwh

２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１1年

図 京都府内の販売電力量構成の推移について 

出典：関西電力グループ経営計画のデータを元に京都府が作成 
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表 京都府内の販売電力量構成の推移について 

 

出典：関西電力グループ経営計画のデータを元に京都府が作成 

 

ウ 「けいはんなエコシティ」 

 

 

 

 (3)課題 

    今後は、2011 年３月に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故

の影響により、エネルギー消費量を一層抑制するとともに、原子力に依存しない電

源の選択が求められている。 

 以上を踏まえると、京都府におけるエネルギー政策、特に脱・原発依存の流れを

受けて大きな政策変更が進められつつある電力エネルギー政策は、まず、国の方針

と整合のとれたエネルギー戦略を展開する必要があることが挙げられるが、国と整

合は取りつつも、京都としての特性を踏まえた戦略を策定する必要がある。 

次に、府民・企業による省エネを拡大する必要がある。ただし、負荷が大きくス

トレスを感じるものは継続が困難であることから、無理のない節電を継続・拡大す

ることが肝要である。 

 また、原発の代替エネルギーとしてすぐに再生可能エネルギーに転換できるわけ

ではないことから、化石燃料の利用を拡大しつつも地球温暖化の配慮は継続しなけ

ればならない。したがって、課題としては、 

・今後の原子力発電所の役割に係る国の方針への対応（原子力発電所は 40年

で稼働停止） 

      ・化石燃料の消費拡大による温室効果ガス発生量拡大の抑制 

      ・生活や事業活動への影響の小さい「無理のない節電」の拡大 

   が挙げられる。 

（単位：億kWh)

161165156160165162162総 計

32717064687374原子力

35332330302932石 炭

47353634332928ＬＮＧ

2981118181110石 油

2222223揚 水

14151413131615一般水力

2222222新エネ

2011年2010年2009年2008年2007年2006年2005年

（単位：億kWh)

161165156160165162162総 計

32717064687374原子力

35332330302932石 炭

47353634332928ＬＮＧ

2981118181110石 油

2222223揚 水

14151413131615一般水力

2222222新エネ

2011年2010年2009年2008年2007年2006年2005年
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３ 基本方針 

    今後のエネルギー政策に求められている方向性として、前述の課題を解決するた

め、 

・安全かつ安定的なエネルギー供給 

・温暖化対策を踏まえたエネルギー対策 

・ＩＴ技術も取り入れた府民のライフスタイル・企業経営の変革促進 

   を進めるとともに、これらの取り組みを通して 

・産業振興 

   に資することも視野に入れる。 
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省エネ：エネルギー消費量を削減
創エネ：再生可能エネルギーの導入を促進
エネルギー供給力増強：クリーンなＬＮＧ発電を推進

2010

関西電力管内における発電電力量・電源構成の推移イメージ

20302020

原子力にできる限り

依存しない社会の実現

再生可能エネルギー

(大規模水力含む)Ｌ Ｎ Ｇ

石炭・石油等

原子力

省エネルギー

単位

原子力発電量 億ｋWh 71
億ｋWh 17

化石燃料発電量 億ｋWh 77
石炭 億ｋWh 33
LNG 億ｋWh 35
石油 億ｋWh 8

非化石燃料発電量 億ｋWh 89

発電電力量 億ｋWh 165
最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量 TJ 149,265

1990年比

発電コスト 円／ｋWh

表　２０２０年、２０３０年頃の姿

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電量

温室効果ガス排出量

２０１０年 ２０２０年 ２０３０年頃評価軸
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４ 施策展開の方向 

    目標達成のため、以下のとおり施策を推進することとする。 

(1) 省エネ 

  ア 目指すべき方向 

  今夏は、節電要請が府民の日常生活に浸透することにより、昨年よりも節電量

が多くなったと考えられ、府民が意識を継続すれば節電は定着・拡大できる。 

  また、今後のＩＴ技術の進展により、負担を感じない節電も普及することが期

待される。したがって、今後の目指すべき方向性として 

   ・定着節電拡大の加速化 

   ・ＩＴ技術の活用を通じた、省エネ・節電の拡大 

が挙げられる。 

 

イ 推進施策 

(ｱ) 現在の取組 

・中小事業者等エコ経営促進事業 

・京都版 CO2 排出量取引制度促進事業 

(ｲ) 当面の取組  

・「無理のない節電」の定着 

 ⇒特に中小企業や家庭における節電投資（設備・機器更新など）を促進する 

⇒京文化に根差したエコなライフスタイル「きょうとスタイル」のトレンド

化をめざす 

・BEMS、HEMS 等の普及促進 

⇒地域内の企業による「エネルギーマネジメント」ビジネス対応を推進し、

新たなエネルギー関連ビジネスの創出をめざす 

 

(2) 創エネ 

  ア 目指すべき方向 

イ 推進施策 

(ｱ) 現在の取組 

(ｲ) 当面の取組  

 

(3) 既存エネルギー供給力増強 

  ア 目指すべき方向 

イ 推進施策 

(ｱ) 現在の取組 

(ｲ) 当面の取組  



19 

 

 

(4) 電力システム改革 

ア 目指すべき方向 

イ 推進施策 

(ｱ) 現在の取組 

(ｲ) 当面の取組  

 

 

５ 未来を見据えた京都府のエネルギー社会 

    (例) 

・エネルギーの安定供給と地球温暖化防止の両立達成 

・エネルギーの地産地消を実現するスマートシティの実現 

     ・国家戦略の一環となるＬＮＧ発電所の稼働実現 

     ・「きょうとスタイル」の定着と全国展開 

     ・「エネルギーマネジメント」ビジネス担い手の集積地へ 

 


